
３ 経済部の条例等の概要
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北海道観光のくにづくり条例の概要 

○ 前文

■ 条例のめざす姿

四季を彩る雄大な自然、新鮮な山海の恵み、人々の暮らしとともに形成された景観など、北海道の優

位性や地域の個性を生かし、誰もが安心して快適に滞在することができる国際的にも通用する観光地と

すること、観光にかかわる産業を北海道経済のリーディング産業とすることをめざします。

○ 第１章 総則

■ 基本理念

観光の振興は、道民・観光事業者・観光団体・行政機関が協働し、次の基本理念をもとに推進してい

く必要があります。（第２条） 

１ 自然、景観等の環境の保全に配慮しながら、それらの魅力を十分に活用する。 

  ２ 豊かな自然にはぐくまれた食の魅力を生かす。 

  ３ すべての人々が、安心して快適に観光できるよう配慮する。 

  ４ 道民、観光客が共に楽しめる地域の特性を生かした個性豊かな観光地を形成する。 

  ５ 観光にかかわる産業を地域経済を牽引する産業とする。 

■ 観光振興の担い手の責務と役割

観光の振興は、基本理念にのっとり、それぞれが事業や活動を推進していく必要があります。（３～６条）

  道の責務(第 3条) 道民の役割(第 4条) 観光事業者の役割(第 5条) 観光関係団体の役割(第6条) 

○観光の振興に関する総合

的・計画的な施策を策定

し、実施する。

○市町村の参画する広域的

な観光振興に関し、総合調

整をし、相互連携が図られ

るよう努める。

○観光客を温かく迎えるよ

う努める。

○地域の観光資源を活用し

た観光地づくりに参画す

るよう努める。

○地域の他産業との連携に

配慮する。

○ホスピタリティの向上や

観光客の誘致等に積極的

に取り組む等、観光の振興

に貢献するよう努める。

○ 第２章 観光の振興に関する基本的施策

■ 施策の基本方針

道は、次に掲げる基本方針に基づき、観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。(第 7条)

１ 道民、観光事業者、観光関係団体及び行政機関が協働し

て行う取組を促進します。 

２ 環境を保全し活用する取組を促進します。 

３ 食の魅力を生かした取組を促進します。 ４ 観光客が安心して快適に観光を行うことができる環境づ

くりを促進します。 

５ 観光にかかわる産業の発展のための取組を促進します。 ６ 国内及び海外からの観光客の誘致を促進します。 

７ 観光に関する普及啓発及び学習機会を確保します。 ８ 観光に関する基礎的データの収集及び調査を実施しま

す。 

■ 基本的な計画の策定

観光の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、観光の振興に関する基本的な計画を定めま

す。計画は、観光の振興に関する適切な目標について定め、道の施策、道民等の行動の指針を盛り込むことと

なっています。また、策定にあたっては、北海道観光審議会の意見を伺い、また、道民の皆さんの意見が反映

されるよう努めます。（第 8条） 

■ 財政上の措置

道は、観光の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めます。(第 9条)

○ 第３章 北海道観光審議会

北海道における観光の振興を図るため、北海道観光審議会を引き続き設置します。（第 10～17条）
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北海道アウトドア活動振興条例の概要

１ 総則（第１条－第６条）

アウトドア活動の振興に関し、基本理念を定め、並びに道の責務並びに道民
目 的 等、アウトドアガイド及びアウトドア事業者の役割を明らかにするとともに、道
（第１条） の施策の基本となる事項を定めることにより、アウトドア活動の振興に関する施

策を総合的かつ計画的に推進し、もって人と自然とのふれあいを通じて心の豊か
さと潤いを実感できる社会の実現に寄与する。

定 義 「アウトドア活動」、「アウトドアガイド」、「アウトドア事業者」
（第２条）

基 本 理 念 「人と自然の共生」、 「地域に根ざした個性豊かな人材の育成及び確保」、
（第３条） 「北海道らしいライフスタイルの形成並びに関連する産業活動の活発化」

道の責務（第４条） 道民等の役割（第５条） ガイド及び事業者の役割
（第６条）

○アウトドア活動の振興に ○道民は、基本理念に対する理 ○アウトドア活動を行う者
関する総合的かつ計画的 解を深め、アウトドア活動を にサービスを提供する場
な施策の策定及び実施 通じて自然環境を保全する心 合には、安全に配慮した
○国及び市町村との緊密な を育てること及びアウトドア 質の高いサービスを提供
連携 活動が生活に根ざした、北海 し、自然環境を保全する

道らしいライフスタイルを形 とともに、地域の住民生
成することの意義を認識 活、産業活動等に配慮

○アウトドア活動を行う者は、 ○アウトドア活動を行う者
アウトドア活動を行う場合に に対する安全の確保、自
は、自ら安全に配慮し、自然 然環境の保全等のために
環境を保全するとともに、地 必要な指導
域の住民生活、産業活動等に
配慮

２ アウトドア活動の振興に関する基本的施策（第７条－第１４条）

○道の振興推進計画の策定（第７条）
・策定又は変更時に道民の意見を反映するための必要な措置

○道民の理解の促進（第８条）
・アウトドア活動に対する道民の理解の促進に資するため、情報の提供その他の必要な措置

○アウトドアガイドの育成（第９条）
・優れたアウトドアガイドを育成するため、アウトドアガイドの知識及び技術を客観的に評
価すること等により、その資質向上の意欲が高められ、かつ、その社会的評価の向上が促
進されるような制度の構築その他の必要な措置

○アウトドア事業者の育成（第１０条）
・良質なアウトドア事業者を育成するため、アウトドア事業者が提供するサービスの内容を
明らかにすること等により、その資質向上の意欲が高められるような制度の構築その他の
必要な措置

○アウトドア活動を行う者等に対する普及啓発等（第１１条）
・アウトドア活動を行う者、アウトドアガイド及びアウトドア事業者が自然環境を保全し、
及びその地域の住民生活、産業活動等に配慮してアウトドア活動等を行うよう、これらの
ものに対するマナー等の普及啓発その他の必要な措置

○環境の整備（第１２条）
・より多くの人がアウトドア活動を安全に、かつ、楽しく行うことができる環境を整備する
ために必要な措置

○推進体制の整備（第１３条）
・道民、アウトドアガイド、アウトドア事業者、行政機関等が互いに連携してアウトドア活
動の振興に取り組むために必要な推進体制の整備

○財政上の措置（第１４条）
・アウトドア活動の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置

３ 附則

○施行日
・公布の日から施行する。
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北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例の概要

前 文

○ 石炭や石油などの化石燃料は、近い将来における枯渇や使用に伴う地球環境への影響が懸念されており、そ
の使用を抑制することが求められている。

○ 原子力は、発電時に温室効果ガスを排出しないことなどの優れた特性を有している反面、放射性廃棄物の処
理、処分の方法が確立されていないことなどの問題があることから、過渡的なエネルギーと位置づけられる。

○ 私たちは、積雪寒冷な本道においてエネルギーが社会経済の発展と生活の安定に不可欠であることを深く認
識し、脱原発の視点に立って、限りある資源を可能な限り将来に引き継ぐとともに、道内で自立的に確保でき
る新しいエネルギーの利用を拡大する責務を有している。

○ このため、社会経済活動や生活様式の在り方を見直し、エネルギーをむだなく大切に使用するとともに、本
道の自然や産業に根ざし、環境に優しい新しいエネルギーを育むことにより、人と自然が共生し、環境と調和
した社会を築いていくことが必要である。

○ このような考え方に立ち、エネルギーの使用の効率化と新しいエネルギーの開発や導入に積極的に取り組む
ことにより、エネルギーの需給の安定を図るとともに、持続的発展が可能な循環型社会経済システムをつくり
上げるため、道民の総意としてこの条例を制定する。

総 則

○目 的 省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及び導入の促進について、道、事業者及び道
民の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定めることにより、施策を総合的
かつ計画的に推進し、もって北海道の社会経済の健全な発展及び道民の生活の安定に寄与する
ことを目的とする。

○定 義 省エネルギー及び新エネルギーについて用語の意義を定める。

○道 の 責 務 総合的かつ計画的な施策を策定し、実施する。
市町村が施策を策定し実施する場合には、助言その他の必要な支援を行う。
自ら率先して省エネルギーの推進と新エネルギーの導入に努める。

○事業者の責務 事業活動を行うに当たって、省エネルギーの推進並びに新エネルギーの開発及び導入の促進
に自ら積極的に努める。
道が実施する施策に協力する。

○道 民 の 責 務 日常生活において、省エネルギーの推進及び新エネルギーの導入に自ら積極的に努める。
道が実施する施策に協力する。

基 本 的 施 策

○基 本 方 針 地域特性、事業者の業態、道民の日常生活の様々な場面に応じた省エネルギーの促進並びに
新エネルギーの開発及び導入の促進を図り、また、関連産業の育成、地域づくりに努めること
を基本方針とし、施策を総合的かつ計画的に推進する。

○基本的な計画 施策を総合的かつ計画的に推進するため、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及
の策定び導入の促進に関する基本的な計画を策定する。

○学 習 の 推 進 事業者、道民が省エネルギー及び新エネルギーの促進の必要性について理解を深め、自発的
活動の意欲が増進されるよう、省エネルギー及び新エネルギーに関する学習を推進するため、
必要な措置を講ずる。

○民間団体等の 事業者、道民、民間団体が行う自発的な活動を促進するため、必要な支援を行う。
自発的な活動
の促進

○関連産業の振興 関連する産業の振興のため、省エネルギーの促進及び新エネルギーの開発・導入の促進に資
する事業活動に対し、必要な支援を行う。

○情 報 の 提 供 必要な情報を適切に提供するよう努める。

○調 査 の 実 施 省エネルギーの状況及び新エネルギーの開発及び導入の状況に関する調査を実施する。

○研究開発の推 技術の向上を図るため、研究開発の推進及び成果の普及その他必要な措置を講ずる。
進等

○表 彰 等 特に功績のあったものに対し表彰その他必要な措置を講ずる。

○道民の意見の 施策に道民の意見を反映することができるよう必要な措置を講ずる。
反映

○連携の推進等 国、市町村と緊密に連携を図るとともに、市町村、事業者、道民の相互の協力の増進に努め
る。

○財政上の措置 省エネルギー・新エネルギーの促進に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講
ずるよう努める。

附 則

○施 行 年 月 日 平成１３年１月１日
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北海道地球温暖化防止対策条例（通称「ゼロカーボン北海道推進条例」）の概要 

 〈背景〉 

地球温暖化対策に向けた具体的な取組 

 

 

 

 

 

 

北海道地球温暖化防止対策条例は、2008 年に、世界全体で地球温暖化防止対策に取り組む必要があるとの認識で合意された北海道洞

爺湖サミットの開催を契機に、その翌年に制定された。 

その後 2015 年のパリ協定では、世界全体の平均気温の上昇を工業化以前よりも 1.5℃までに抑える努力を継続することが揚げられるな

どの情勢を踏まえ、道においては、2020 年に、2050 年までの温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指すと国に先駆けて表明し、ゼロカーボ

ン北海道の実現に向けて取り組むことを決意した。

ゼロカーボン北海道の 2050 年までの実現には、道民、事業者、市町村などの全ての関係者が、環境、経済、社会の統合的な向上の意義

を共有し、総力を挙げて取組を進める必要があるとの考えに立ち、豊かで美しい自然環境を有する北の大地を将来の世代に引き継ぎ、我が

国のみならず、世界の地球温暖化防止に貢献する必要がある｡

 

ゼロカーボン北海道の実現について、基本理念を定め、道、事業者、道民、観光旅行者等の責務などを明らかにし、道の施

策の基本となる事項を定めることにより、ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組を総合的かつ計画的に推進し、もって現在

及び将来の道民の健康で文化的な生活の確保と人類の福祉に寄与する。

【条例の目的】 

（第１条） 

 
・道民、道、事業者などの全ての関係者の自主的かつ積極的な参加と密接な連携

・環境の保全、経済の発展及び道民生活の向上の統合的な推進

・道内に豊富に存在する再生可能エネルギー源や森林その他の地域資源の有効活用

【基本理念】 

（第 2 条の 2） 

 
・施策の策定・実施 ・国、市町村、事業者や道民と連携・協働    

・事業者や道民の行動変容や自主的かつ積極的な取組の促進

・調査研究・技術開発の促進や産業の育成・振興

・事業者や道民への分かりやすい情報の提供

【道の責務】 

（第３条） 

   

 【施策の報告】（第７条）  知事は、議会に、ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組を報告

【道による「ゼロカーボン北海道推進計画」の策定等】（第８条～第 11 条） 

◆推進計画によるゼロカーボン北海道の実現に向けた取組の総合的・計画的な推進 ◆道が実施した取組の公表・評価

◆地球温暖化対策指針による道民・事業者等への排出削減の方策

 【事業活動に関する取組】（第 12 条～第 17 条） 

◆事業者⇒温室効果ガス排出量の把握、削減等に資する措置や排出量の削減が困難である場合のカーボン・オフセットの促進を行う努力義務

◆エネルギー多量使用事業者⇒温室効果ガス排出量削減等に係る計画書・実績報告書の作成・提出⇒知事が公表

◆エネルギー多量使用事業者以外の事業者⇒温室効果ガス排出量の簡易報告書の作成・提出が可能

【交通に関する取組】（第 18 条～第 21 条の２） 

◆大規模駐車場の設置・管理者⇒アイドリングストップを促す周知

◆自動車販売業者⇒新車を購入しようとする人に対し、地球温暖化防止性能情報の説明 （レンタカー業者⇒同様の説明の努力義務）

◆物資の輸送を請け負う事業者⇒配送の共同化その他の輸送の合理化への努力義務

 

 

 

【事業者の責務】（第４条） 

・事業活動に伴う温室効果ガス排出量削減

・国、道や市町村の取組への協力

【道民の責務】（第５条） 

・日常生活に伴う温室効果ガス排出量削減

・国、道や市町村の取組への協力

【観光旅行者等の責務】 （第６条） 

・道内における温室効果ガス排出量削減

・国、道や市町村の取組への協力

【吸収作用や固定作用の保全等の取組】（第 32 条～第 34 条） 
◆事業者・道民⇒森林保全や地域材の利用促進への努力義務
◆道⇒森林の整備や藻場等の自然生態系の保全

【建築物の新増築に関する取組】（第 24 条～第 27 条の２） 
◆建築主⇒建築物へのエネルギー使用の合理化、地域材の利用など

への努力義務

◆大規模建築物の新増築等を行おうとする建築主⇒新増築等時にお
ける建築物環境配慮計画書等の作成・提出⇒知事が公表

【機械器具使用に関する取組】(第 22 条・第 23 条） 
◆温室効果ガス排出量の少ない機械器具の使用などへの努力義務

◆機械器具販売業者⇒器具を購入しようとする人に対し、省エネル
ギー性能情報の表示や説明

 

【産業の育成・振興】（第 37 条・第 38 条） 
◆事業者⇒温室効果ガスの排出量が少ない又は削減等に寄与する製

品やサービスの開発、販売、提出の努力義務

◆道⇒産業の育成・振興や温室効果ガス排出量削減等に寄与する製
品やサービスの普及促進

【気候変動適応に関する取組】（第 35 条・第 36 条） 
◆道⇒気候変動適応に関する施策の推進、気候変動適応センターの設

置運営

【再生可能エネルギーに関する取組】（第 28 条～第 31 条） 
◆事業者・道民⇒再生可能エネルギーの利用推進への努力義務

◆小売電気事業者⇒再生可能エネルギー計画書・達成状況報告書の
作成・提出⇒知事が公表

【理解の促進等】（第 39 条・第 40 条） 
◆道⇒ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組に関する情報提供
◆事業者⇒従業員に対する理解の促進への努力義務
◆7 月 7 日を北海道クールアース・デイとし、温暖化防止の取組を実施

【ライフスタイル等の転換】(第 41 条～第 46 条) 
◆道民の温室効果ガス排出量削減等の取組の促進や行動への支援

◆行事、催し物等での取組の促進
◆地産地消の推進
◆環境物品等の購入等の促進

◆廃棄物の発生の抑制や使用済物品の再使用に協力
◆冷暖房時の適切な温度設定の励行

・市町村、事業者、道民、環境保全活動団体等への支援

・専門的な知識や技術を有する人材の育成

・環境に関する教育の推進や学習機会の提供

・道の事務・事業の率先実施

【その他の取組等】（第 47 条～第 54 条） 
◆顕彰､指導･助言､報告等の提出､勧告､公表

170



北海道地球温暖化防止対策基金条例

（設置）

第１条 北海道における再生可能エネルギー（北海道地球温暖化防止対策条例

（平成21年北海道条例第57号）第２条第６号に規定する再生可能エネルギーを

いう。）等の導入等の加速化に資するための事業、省エネルギー（同条例第12

条第１項に規定する省エネルギーをいう。）の推進に資するための事業その他

の地球温暖化（同条例第２条第２号に規定する地球温暖化をいう。）の防止に

貢献するゼロカーボン北海道（同条第１号に規定するゼロカーボン北海道をい

う。）の実現を図るために必要な事業に要する経費の財源に充てるため、北海

道地球温暖化防止対策基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立額）

第２条 基金に積み立てる額は、予算において定める額とする。

（基金の使用）

第３条 基金は、第１条に規定する事業に要する経費に充てるために使用するこ

とができる。

２ 前項の規定により基金を使用する場合は、その金額を一般会計の歳入に繰り

出し、その歳出として支出するものとする。

（現金の管理）

第４条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法

により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計の歳入歳出予算に計上して、こ

の基金に編入するものとする。

（繰替運用等）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間

及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用し、又は一

般会計の歳入歳出予算の定めるところにより歳入に繰り入れて運用することが

できる。

（知事への委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が

定める。
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（北海道新エネルギー導入加速化基金条例の廃止）

２ 北海道新エネルギー導入加速化基金条例（平成29年北海道条例第４号）は、

廃止する。

（北海道新エネルギー導入加速化基金条例の廃止に伴う経過措置）

３ この条例の施行の際、前項の規定による廃止前の北海道新エネルギー導入加

速化基金条例第１条の規定により設置された北海道新エネルギー導入加速化基

金に属する現金は、基金に帰属するものとする。
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北海道地域商業の活性化に関する条例の概要

Ⅰ 総則的項目

■目的

○地域商業の活性化に関し、基本理念を定め、
道及び事業者等の責務、道民の役割を明確化

○道の施策の基本となる事項及び特定小売事業
に係る手続その他必要な事項を定め、施策を
総合的に推進

○道民生活の持続的安定並びに地域経済及び地
域社会の活性化

■道の責務

○地域商業の活性化に関する総合的な施策を策定、実施
○施策の実施に当たって、国、市町村、その他関係者との緊密な連携

■関係者(事業者、商工関係団体、小売事業施設設置者及び道民)の責務・役割

Ⅱ 地域商業の活性化に関する施策

■基本理念

○地域商業の役割に鑑み、活性化の取組を総
合的に推進

○地域関係者の創意及び主体性が発揮され、
地域の実態に応じた取組を推進

○道、市町村及び地域関係者の適切な役割分
担による協働により取組を推進

○地域におけるまちづくりへの十分な配慮

○地域商業活性化指針(方策)と地域貢献活動指針の策定

○市町村や地域の関係者による取組を促進するための支援

○優良事例の公表等

○地域商業の活性化に関する施策を推進するために必要な財政上の措置努力

Ⅲ 特定小売事業施設への対応

○新設等の届出：新設等に係る不届、虚偽届出に対する罰金の設定や届出手続終了までの工事着手
の制限など(届出実効性の確保)

○地域貢献活動：活動計画の実施状況に係る住民説明会の開催や市町村との協定締結努力など
(地域貢献活動の実効性の向上)

○撤退時の対応：事前報告、住民説明会の開催、後継テナントの確保、施設の適正管理努力など
(撤退時における地域商業への影響を緩和)

○地域商業の活性化に向けた自主的・積極的な取組の実施、地域貢献、関係者間の密接な連携

○地域商業は、地域経済の発展や雇用機会の創出とともに、地域住民の消費活動を支え、人々が集い、
交流する場として、道民の暮らしと密接な関わりを有しながら、地域社会の発展に寄与してきたが、
その取り巻く環境は、景気の低迷や事業所数、販売額の減少、中心市街地の空洞化など厳しい状況
であり、加えて、高齢化の一層の進行や消費者の購買意識に対応し得る変革が求められている。

○こうした中で、地域商業の活性化を促し、地域の実態に応じた取組の強化を図ることが、今後の地
域経済や地域社会の発展にとって極めて重要。

○このため、地域商業の活性化に関する施策を総合的に推進し、地域商業がこれまで担ってきた役割
の維持強化を図ることにより、安定した道民の消費生活並びに活力ある地域経済及び地域社会を次
代に引き継いでいくため、この条例を制定。

(現行のガイドラインの内容に加え、以下の点を強化)

制定にあたって

※平成２４年４月１日施行(「特定小売事業施設への対応」に係る部分は１０月１日施行)
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北海道中小企業者等に対する融資に係る損失補償金
の返納の免除に関する条例の概要

【目的】

【条例の対象要件】
知事は、協会から、次のいずれかの計画策定支援機関等による支援又は手続を受

けて策定された事業再生計画又は弁済計画に基づく求償権の放棄等の承認の申請が
あった場合、当該求償権等を放棄を承認するとともに、損失補償金の返納を免除。

北
海
道

中
小
企
業
者

金
融
機
関協会

①保証契約
⑥損失補償 ②返済不能

④代位弁済

③代位弁済請求

⑦求償権

⑧回収⑩損失補償金の返納

日本政策
金融公庫

⑤保険金⑨返納

【スキーム】

中小企業者等の円滑な事業の再生及び新たな事業の創出に資するよう、北海道信
用保証協会（以下「協会」という。）が事業再生等を行う中小企業者等に対して、
道と締結する損失補償契約に基づく求償権の放棄等を行う場合に、知事において当
該求償権の放棄等を承認するとともに、当該求償権に係る損失補償金の返納の免除
を可能とするため、道が支払う損失補償金の返納の免除に関し必要な事項を定める。

条例により知事が、匿名性を確保し迅速に、協会の求償権放棄を承認し、
損失補償金の返納を免除することで、協会では、
他の金融機関の債権放棄と協調して求償権放棄を行うことが可能となり、
中小企業者等の円滑な事業再生等につながるもの。

対象要件 対象計画 根拠法
①特定協定銀行の計画策定支援 再生計画 金融再生法 第53条第1項第2号
②特定調停の手続 再生計画

又は
弁済計画

特定調停法 第2条第3項
③(株)地域経済活性化支援機構の再生支援

決定又は特定支援決定
地域経済活性化

支援機構法
第 25 条第4項 又は
第 32 条の2第3項

④特定認証紛争解決手続

再生計画 産業競争力
強化法

第2条第第21項
⑤中小企業活性化協議会の計画策定支援 第134条第2項
⑥(独)中小企業基盤整備機構が出資を行った

投資事業有限責任組合の計画策定支援 第140条第1号

⑦(独)中小企業基盤整備機構の指導又は助言 第140条第2号
⑧中小企業の事業再生等に関する私的整理

手続を定めたものとして知事が認めたもの
※中小企業の事業再生等に関するガイドラインを

別に指定

再生計画
又は

弁済計画

中小企業の事業再生等に関する
ガイドライン
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北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び
中小企業の競争力の強化に関する条例の概要

～北海道産業振興条例（通称）～
平成２０年４月１日施行

１．条例制定の趣旨
○ 北海道経済の活性化や、それを通じた雇用の創出につなげていくためには、道内総生産全

体に占めるものづくり産業のウェイトの向上や商品・サービスの付加価値の向上など、北海

道の産業構造が抱える課題を克服し、民間主導の自立型経済構造への転換を図ることが不可

欠。

○ 特に、成長力・波及力の高い産業や地域の特性に応じた産業の発展、市場の要求に即応し、

市場を開拓する中小企業の育成、企業立地と地場企業の参入の促進の一体的推進などを通じ

て「道内経済を牽引する産業の発展」と「地域経済活性化」を図ることが重要な課題。

○ このため、これまで展開してきた施策を体系的に整理した上で見直し、「企業立地の促進」

と「中小企業の競争力強化」を一体的かつ相乗的に推進するための今後の重点方針、重点施

策を明確化する新しい条例を制定するもの。

２．条例の主な構成
(1)条例の目的（第１条関係）

(2)施策の基本方針（第５条関係）

産業構造の高度化による自立した経済構造への転換を図るため、

①高い経済的効果を及ぼす産業の発展

②成長発展が期待される産業の創出・発展

③地域の特性に応じた産業の発展

④商品等の付加価値の向上を目指す中小企業の育成 の４つを基本として、

企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関する施策を一体的・相乗的に推進

(3)基本的施策（第６～１１条関係）

①企業立地及び道内の中小企業の取引参入の一体的促進

②人材の育成及び確保

③中小企業の経営の革新及び産業技術開発の促進

④中小企業の国内外における販路等の拡大

⑤創業等の促進

⑥産学官及び産業間の連携の促進

(4)助成措置（第１３・１４条関係）

○ 企業に対する助成（補助金等）の根拠や配慮事項について規定

○ 助成の要件、手続、金額等は規則で定める

企業立地の促進と 

中小企業の競争力強化 

産業構造の高度化による 

自立型経済構造 

北海道経済の活性化 

と雇用機会の創出 

一体的・相乗的
に推進 ４つの基本方針 

６つの基本的施策 

企業への助成措置（施行規則） 

道の責務、

事 業 者 等

の役割 
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北 海 道 雇 用 創 出 基 本 条 例 の 概 要

１ 条例制定の趣旨
北海道は、これまでの開発の歴史を通じ、その地域特性や豊かな資源等の潜在力を背景とした日本における役割や期待感から、主に国による北海道

への産業基盤や生活基盤の整備が行われ、経済と雇用が下支えされてきたこと。

こうして形成された産業構造が、一方で北海道に中央依存、官依存の体質をもたらしたことは否めず、日本の経済社会システムが変革に向けて大き

く動き出している中、自立的でたくましい産業経済と雇用の創出が求められていること。

そのため、自らの決定と責任によって雇用を創り出すための継続的な取組が、経済社会の安定と活性化のためには最も重要であるという強い意志を

持って結集し、行動することが必要であるとの認識の下に、道民一人ひとりが、北海道の可能性を見つめ直し、北海道の豊かな資源や特性を生かし、

意欲や挑戦する気概を持って、産業の活性化と雇用の創出に取り組んでいく必要があること。

このような考え方に立って、道民が豊かで安心して暮らせる、希望の持てる地域社会を築いていくため、道民の総意としてこの条例を制定すること。

２ 条例の名称
北海道雇用創出基本条例

３ 目 的
この条例は、雇用の創出に関し、基本理念を定め、道の責務、事業者、産業関係団体及び労働関係団体並びに道民の役割等を明らかにするとともに、

道の施策の基本となる事項を定めることにより、雇用の創出に関する施策を総合的、計画的に推進し、北海道経済の発展と道民の福祉の向上に資する

ことを目的とすること。

４ 基 本 理 念

(1)雇用の創出は、事業者と労働者との問 (2) 雇用の創出は、北海道の経済社会の (3) 雇用の創出は、人材が北海道の経済
題であるとともに、道民生活及び地域社 安定及び活性化のために最も重要である 社会の現在及び将来を担う最も重要な資

会の問題であるという認識の下に、持続 という認識の下に、持続的に推進されな 源であるという認識の下に、持続的に推

的に推進されなければならないること。 ければならないこと。 進されなければならないこと。

５ 関係者の責務・役割等

国との連携等 道の責務 市町村との連携
国と連携・協力して雇用の創出に関す 基本理念にのっとり、雇用状況の的確 市町村が果たす役割の重要性にかんが

る施策の推進を図るとともに、国に対し な把握に努め、雇用の創出に関する総合 み、市町村の地域特性を活かした計画的

必要な措置を講ずるよう要請すること。 的・計画的な施策を策定・実施すること。 な取組に対し連携・協力すること。

事業者の役割 産業・労働関係団体の役割 道民の役割
基本理念にのっとり、自立的で意欲的 基本理念にのっとり、行政機関と連携 基本理念にのっとり、自らの職業生活

・創造的な事業経営を行い、雇用の安定、 して多様な就業形態に合わせた雇用に関 の設計と職業能力の形成のための努力が

維持・拡大と人材の育成に努めること。 する社会的な合意の形成に努めること。 雇用創出に資することを理解すること。

６ 基本的な施策

施策推進の基本方針
(1) 事業者の意欲や能力、地域の資源や潜在力を生かした企業の 「施策推進の基本方針」に基づき雇用の創出に関す
競争力強化、創業や新事業・新産業の創出、産業立地を促進す る施策を総合的かつ計画的に推進するため
ることによって、地域経済を活性化し、雇用の安定、維持・拡

大が図られるようにすること。

(2) 労働者の意欲と能力、生活事情に応じた多様な就業形態の選
択を可能とし、誰もがその能力と経験を発揮し、安心して働け ＜第１０条＞ 基本的な計画の策定
る環境づくりを促進すること。 (1) 雇用の創出に関する施策を総合的・計画的に推進するため、

(3) それぞれの産業や業種の特徴や労働者の需要を踏まえ、きめ 基本的な計画を策定すること。

細かで多様な人材育成の機会の提供を促進すること (2) 基本的な計画には、雇用の創出に関する基本的な事項を定め
(4) 労働者の適性や職業経験、職業能力を生かし、求められる人 るものとすること。

材を的確に把握した就業機会の円滑な提供を促進すること。 (3) 基本的な計画には、雇用の創出に関する適切な目標を定める
(5) 雇用の創出に関する施策を体系化し、集中的、効率的かつ効 ものとすること。

果的に推進するため、幅広い産業分野の施策の連携を図ること。 (4) 基本的な計画を定めるに当たっては、道民の意見を反映でき
(6) 雇用状況や地域特性、必要性に即してきめ細かな施策を推進 るよう必要な措置を講ずること。

するため、国や市町村、事業者等との連携を図ること。 (5) 基本的な計画を定めたときは、公表すること。

７ 財 政 上 の 措 置
雇用の創出に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとすること。

８ 施 行 期 日
平成 17年 3月 31日 公布・施行
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